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1. 目的 

北海道における構造物の耐震設計や既設構造物の補修・補

強方法の合理化を目指し，北海道の地域の地震活動度を考慮

した地震危険度評価を実施する．具体的には，地震の発生状

況や既知の活断層分布などから，地震のタイプと地震発生源

を抽出し，各地震発生源に対する地震危険度を算出する． 

2. 北海道の地震活動に基づく地震発生源の抽出 

図 1に北海道周辺で発生した地震の震央分布を示す．大規

模地震の発生は，太平洋岸の沈み込み帯に沿った範囲，日本

海東縁部の領域に集中していることがわかる．北海道は内陸

型地震の発生は少ないが， 2004 年 12 月に留萌支庁南部で

Mj6.1 の地震が発生し，震度 5 強の揺れが観測されるなど，

一部の地域で発生している． 

以上より，北海道の地震危険度に影響を及ぼす地震発生源

は，①内陸活断層，②太平洋側のプレートの沈み込み帯，③

日本海東縁部，④その他，の 4 つに分類できる．図 1，図 2

に設定した地震発生源の位置を，表 1にその一覧を示す． 

3. 地震発生源に対する地震危険度の検討方法 

各地震発生源に対して計測震度を指標として地震危険度を

検討する．基盤の最大速度に表層の増幅特性を乗じて地表の

最大速度を求め，経験的関係式から計測震度に変換する．距

離減衰式には，開発土木研究所の提案式(開土研式)1)と司・翠

川の提案式 2)を併用する 

震源パラメータの設定：断層の幾何学的位置および形状を指

定するためのパラメータと，距離減衰式に使用するパラメー

タを設定する．開土研式で使用するパラメータは，ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

(Mj)と震源距離(R)である．本検討では，断層面を設定するた

め震源という概念を有していないため，断層面の中心点を震

源と定義する．司・翠川式では距離のパラメータとして断層

面最短距離を使用する．その他のパラメータとしてﾓｰﾒﾝﾄ･ﾏｸﾞ

ﾆﾁｭｰﾄﾞ(Mw)，断層タイプ，震源深さである．震源深さは，開

土研式と同様に断層面の中心点での深さとした． 

基盤の最大速度の算出：距離減衰式により算出する．ただし，
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図 1 北海道周辺で発生した地震の震央分布
と設定した地震発生源 

図 2 北海道の内陸活断層と地震発生源 
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図 3 地震危険度の検討対象とした地震発生源 
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表-1 想定する地震発生源 
記号 断層および震源 M Mw 記号 断層および震源 M Mw 

A01 標津断層帯 7.6 7.0 B01 再 1968 十勝沖地震 7.9 7.2 
A02 十勝平野東縁断層帯 8.0 7.3 B02 再 1952 十勝沖地震 8.2 7.5 
A03 光地園断層 7.3 6.8 B03 再 1973 根室半島沖地震 7.4 6.9 
A04 富良野断層帯 7.3 6.8 B04 再 1969 北海道東方沖地震 7.9 7.2 
A05 増毛山東断層帯 7.7 7.1 B05 再 1958 択捉沖地震 8.1 7.4 
A06 当別断層 7.3 6.8 B06 再 1963 択捉沖地震 8.1 7.4 
A07 石狩低地東縁断層帯 7.9 7.2 C01 再 1993 釧路沖地震 7.5 6.9 
A08 黒松内低地断層帯 7.4 6.9 C02 想 根室半島の地震 7.5 6.9 

A09 函館平野西縁断層帯 7.2 6.7 C03 再 1994 北海道東方沖地震 8.2 7.5 

A10 標津断層帯 6.8 6.4 C04 再 1978 国後水道 7.5 6.9 
A11 屈斜路湖地震断層帯 6.0 5.8 D01 再 1741 渡島西岸の地震 7.0 6.5 
A12 幌延断層帯 7.1 6.6 D02 再 1993 北海道南西沖地震 7.5 6.9 
A13 間漢別断層帯 7.6 7.0 D03 想 積丹半島はるか沖地震 7.0 6.5 
A14 音威子府断層帯 7.0 6.5 D04 再 神威岬沖地震 7.5 6.9 
A15 サロベツ褶曲帯 6.5 6.2 D05 想 積丹半島沖地震 7.0 6.5 
A16 吉住付近断層 6.6 6.3 D06 想 北海道北西沖地震 7.5 6.9 
A17 野幌丘陵断層帯 7.1 6.6 E01 再 1982 浦河沖地震 7.1 6.6 
A18 軽舞断層 6.8 6.4 E02 再 1961 宗谷沖やや深発地震 6.7 6.3 
A19 八雲断層帯 6.3 6.0     
A20 森断層 6.1 5.9     
A21 森越断層 5.8 5.6     
A22 想 札幌直下地震 7.1 6.6     
A23 想 旭川直下地震 7.1 6.6     

想:想定地震 再:再来地震 
A:内陸活断層 B:プレート間 C:プレート内 D:日本海東縁部内陸 E:その他 

プレート内地震については，震源が深い釧路地域で発生するプレート内地震に対応できるように，1993年釧

路沖地震の最大速度を再現できるように距離減衰式を修正した． 

地表の最大速度の算出：基盤の最大速度に増幅特性を乗じ

て算出する．増幅特性は，松岡・翠川の方法 3)により設定

する．この方法は，関東地域で得られたデータから構築さ

れているため，地盤特性と増幅度との関係には，北海道の

データで構築された経験的関係式を使用する 4)． 

計測震度の算出：翠川・他 5)による経験的関係式を用い，

地表の最大速度から計測震度を算出する． 

4. 地震危険度の評価 

図４に全ておよび活断層以外の地震発生源を対象とした

場合の最大計測震度(司・翠川式)．北海道で想定される最

大震度と最低震度は 6強と 4である． 

図５に各地震発生源を対象とした場合の計測震度の最大

値を示す． 

内陸活断層：最大震度は震度 6強と大きく，主に要

注意活断層の周辺で想定されている．その他の地域

でも大きな震度が想定され，震度 5弱以上が想定さ

れている地域がある． 

プレート間地震：最大震度は 6弱であり，特に太平

洋岸の地域で大きい．しかし，震源から離れた宗谷

支庁や後志支庁では震度 3程度と小さい． 

プレート内地震：十勝・釧路地域の一部と根室地域

の広い範囲で震度 6弱が推定されている．道東地域

に対しては影響度が高い地震であることがわかる． 

日本海東縁部およびその他：他の地震発生源に比べ

ると小さいが，日本海側では震度 5強が想定される． 

5. まとめ 

①北海道の地震危険度に最も影響を及ぼす地震発生

源は内陸活断層である．特に規模の大きい断層の近

傍では震度 6強の揺れが想定される場合がある． 

②全ての地震発生源を考慮した場合，北海道で想定

される最大震度は震度 6強である．また，最低震度

は震度 4であり，北海道内では最低でも震度 4以上

を受ける可能性があると推察される． 

③道東地域では，プレート内地震の影響が大きい，

またプレート間地震だけを対象とすれば，北海道の

北側および西側の地震危険度は小さい． 

 
【参考文献】 
1)佐藤･他:北海道開発局の地震情報伝達システム(WISE)による地震観測データを用いた距離減衰式について,第 26 回地震工学研究発表会講演
論文集,209-212,2001. ,2)司宏俊･翠川三郎:断層タイプ及び地盤条件を考慮した最大加速度・最大速度の距離減衰式,日本建築学会構造系論文報
告集,第 523 号,63-70,1999., 3)松岡昌志･翠川三郎:国土数値情報とサイスミックマイクロゾーニング,第 22 回地盤震動シンポジウム資料集, 
23-34,1994., 4)佐藤京･他:地震情報伝達システム(WISE)を用いた地盤の地震動増幅度の検討,11JEES,643-646,2002., 5)翠川三郎･他:計測震度
と旧気象庁震度および地震動強さの指標との関係,地域安全学会論文集,Vol.1,51-56,1999. 

図５ 地震発生源による地震危険度 

図４ 地震発生源を組み合わせた地震危険度 
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